様式第１号（第７条関係）

創業支援事業補助金交付申請書
年　　月　　日
糸魚川市長　　　　　　様
申請者　住所
　　　　会社・事業所名
　　　　代表者氏名　　　　　　　　　

　新たに事業所を設置し事業を営むため、糸魚川市創業支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
　また、決定の審査に当たっては、必要に応じ、個人及び世帯に関する住民記録及び税情報を閲覧することに同意します。
記
１　創業の区分
　　　□創業　　□第二創業　　□事業承継　　（加算措置：□UIターン者）
　相手先事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　補助の区分
　　　□事業所の設置に係る新築又は改築費
　　　□広報費
　　　□事業所の設置に係る機械設備等の購入費又は賃貸借料
（ 　　　　年 　　　月～  　　　年　　　 月）

３　補助事業の目的及び内容　　事業計画書のとおり

４　新築・改築工事等開始予定年月日　　　　　年　　月　　日

５　創業事業等開始予定年月日　　　　　年　　月　　日

６　新規常用雇用見込数　　　　　　　人

７　補助金交付申請額
	対象経費
	交付申請額(円)
	積算基礎

	新築改築費
	
	

	広報費
	
	

	機械設備費
	
	

	合計
	
	


８　消費税仕入控除税額の取扱い
⑴　課税事業者となっており、消費税仕入控除税額が確定しているため、補助事業に要する経費から消費税仕入控除税額を減額した。
⑵　課税事業者となっていないので、交付申請額は、補助金に係る消費税仕入控除税額を減額していない。
⑶　消費税仕入控除税額が確定していないので、交付申請額は、当該補助金に係る消費税仕入控除税額を減額していない。
⑷　簡易課税事業者となっているので、交付申請額は、当該補助金に係る消費税仕入控除税額を減額していない。
　（注）⑴､⑵､⑶､⑷のいずれかに○印を付けること。

９　補助金等の交付先
　　　金融機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　口座種別　普通　／　当座　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
口座番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
口座名義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※２年目以降の機械設備等の賃貸借料の申請については、項目１～６の記載を省略できます。

添付書類
　・免許、資格等の写し
　・店舗、事業所の位置図、平面図
　・各種見積りの写し
　・賃貸借契約書の写し等賃貸借料の分かるもの

（注）以下は、記入しないでください。
	住所要件
	□　　　年　　月　　日現在、市内に住所あり　　住民記録確認済み
□　本市に　　月頃転入予定である（実績報告時に要住所確認）

	加算要件
	　　年　　月　　日現在、UIターン者の要件を満たす（前住所地：　　　）

	納税要件
	　　　年　　月　　日現在、市税滞納なし　　納税情報確認済み



別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　暴力団員等ではないことの誓約
私又は私が代表を務める団体等の役員は、糸魚川市補助金等交付規則第４条第３項に規定する暴力団員等ではありません。


創　業　事　業　等　計　画　書
１　申請者氏名他
　　　氏 (ふり)　　名 (がな)
　　　住　　所　
　　　連 絡 先　
　　　生年月日
２　職歴
	年
	月
	職　　　歴

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


３　免許・資格（取得見込みを含む。）
	年
	月
	免許・資格

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４　創業事業等の概要
1 店舗名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2 業種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
3 店舗所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
4 創業事業等の動機及び目的

　　　　
　
　　
　　




5 事業の内容（事業内容、顧客の創造等）








6 取扱商品又は具体的なサービス





7 セールスポイント





8 ターゲット、販促方法





9 取引先
	販売先
	

	仕入先
	

	外注先
	


創業に当たっての協力企業の有無　有（社名　　　　　　　　　　）　　／　無

10 創業事業等の経験の有無
　　有　／　無　　
※有の場合　　経験年数　　　年
　　　　　　　内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

11 創業事業等に係る経営経験の有無
　　有　／　無
　　　　　※有の場合　　廃業時期　　　　　年　　　　月
12 従業員の有無　　
有　／　無
　　　　　※有の場合　　従業員数　　　人　
内訳:家族従業者　　　人　その他　　　人
13 営業時間　
　　　　時　　　分　～　　　　時　　　分
　　　　　時　　　分　～　　　　時　　　分

５　資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	必要な資金
	金　額
	調達方法
	金　額

	設備資金
	店舗・事業所新改築費
	
	自己資金
	

	
	設備費
	
	補助金
	

	
	備品ほか
	
	親族等からの借入れ
　借入先　　　　　　
	

	
	小　計
	
	金融機関等からの借入
借入先（　　　　　　　）
返済金額　　　　円/月
返済期間　　　　　年
	

	運転資金
	
	
	
	

	合　計
	
	合　計
	



６　補助金交付実績及び予定
	年度
	補助金名称
	実施機関（国、県、NICOその他）
	補助金額（千円）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	






７　事業計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	
	1か月
	2か月
	3か月
	4か月
	5か月
	6か月
	1年目
	2年目
	3年目

	売上高①
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	仕入高②
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	粗利③(①－②)
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経　費④
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水道光熱費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	通信費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	接待交際費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	給料賃金
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	専従者給与
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	地代家賃
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	雑費その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益⑤
③－④
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	雑収入利息⑥
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	支払利息⑦
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常利益⑧
⑤+⑥-⑦
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	当期利益⑨
	
	
	
	
	
	
	
	
	


【上記表の根拠】











８　事業計画に対する商工会議所又は商工会の意見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　上記のとおり意見を申し述べます。
　　　　　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　（担当者氏名　　　　　　　　　　　　）


